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持続可能な都市農業の確立に向けた日本と欧米の研究動向
―農業の実施主体の相違に着目して―
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１．日本と欧米の「都市農業」�
都市農業（urban agriculture, UA）と聞いて想像するも

のは、日本と欧米では大きく異なります。まず、都市のス
プロール的開発の著しい日本では、都市農業といえば市街
地に囲まれた農地で農家が営むものとイメージされます。
都市農家の庭先直売や農業体験農園、学校給食や飲食店向
けの出荷といった多様な取組により、市街化区域内では少
ない農地面積（全国の２%）に比して農業の販売金額は全国
の８%を占めているのです（農林水産省, 2020）。同資料によ
れば、市街化区域内農地面積は1993年から2017年に48%減
少し約6.9万haになったものの、生産緑地面積は横ばいで、
都市住民の農地保全に対する要望も大きく、農業政策及び
都市政策も農地保全へと大きく舵を切っています。

一方で、歴史的に都市と農村の区別が明確で厳しい開
発規制のある米国や欧州各国では、UAといえばコミュニ
ティ農園や学校菜園などの市民活動、植物工場や屋上菜園
などの先進的ビジネスを指し（Santo et al., 2016）、主な活
動主体は都市住民や学校、病院や非営利組織であり、代々
続く農家はほとんど登場しません（McClintock, 2014）。そ
れゆえ、欧米ではUAはSDGsとの対応関係が強く意識さ
れ，UAを通じた都市課題の解決が期待されています

（Nicholls et al., 2020）。
当然ながら日本にも欧米の意味でのUAは根付いてお

り、欧米にも都市辺縁部には専業的で日本の都市農業に類
似した取組も多い都市近郊農業（Peri-urban agriculture, 
PUA）とUAが混在しています。しかし、図１のような都
市と農業の結びつきの違いから、市民や行政の都市農業に
対する認識には偏りがあるのではないでしょうか。つま
り、日本では欧米の意味でのUAとPUAが混在する地域が
都心部付近まで広く分布するという特徴があるのです。そ

こで本稿では、「先進国はおろか世界的にもほとんど類例
がない （横張,2020）」日本の都市農業の独自性を概観し、
欧米での多様な主体に関する研究動向と合わせることで、
双方の都市農業の持続可能性に向けた課題を整理します。

２．都市農家の独自性（日本）
日本の顕著な特徴として、農業生産以外の多様な取組

が挙げられます。大橋・高橋（2017）によれば、中心市で
は農家による庭先直売や体験農園が他地域より活発であ
り、さらに、Yoshida（2020）によれば東京圏では都市部
ほど環境に配慮した農法が採用されています。その要因と
して、体験農園利用者の居住地は農園からおおむね２km
圏内に限られ（八木,2013）、最寄り駅からの距離が短いほ
ど梨の庭先直売の販売価格が高いなど（安藤・大江,2013）、
立地と事業の関係が挙げられます。加えて、農業体験活動
によって都市住民の農家や農業への理解が進み（山田・門
間, 2006）、庭先直売所によって都市部のフードデザート
が緩和される可能性がある（Ikejima, 2018）など、食や農
に対する社会的貢献も期待されます。

ところが、都市農家は決して安定した存在とは言えま
せん。2017年の生産緑地法改正により特定生産緑地への
再指定が可能となりましたが⑴、栗本ら（2018）によれば、
農業後継者がなく、収入に占める農業収入の割合の低い都
市農家では再指定の意向が弱く、今後農地の宅地化が加速
する可能性があります。また、Yoshida et al. （2019）で
は、高い経営管理能力と企業家精神、広い人的ネットワー
クが都市農家の持続性への鍵であり、それを満たす農家は
約１割に留まる実態を示しました。Yagi and Garrod 

（2018）は地価の下落傾向にある都市郊外の農家こそ、不
動産事業への依存度を下げる必要があることを示唆してい
ます。以上のように、日本の都市農家は立地を活かした独
自のビジネスモデルにより多様な役割を果たしています
が、制度理解の促進、担い手の育成、人口減少への対応な
どの課題が残っています。

３．都市課題に向き合う市民活動（欧米）
都市課題の解決という目的の強い欧米では、都市農業

の多様な機能として健康、社会・福祉、経済、環境に関わ
る実に多くの役割が言及されています（Piorr et al., 2018）。
さらに、都市農業を上記の観点から評価する試みも活発
で、例えば、カナダのトロントでは行政や専門家、都市農
業の実践者等が協議を重ねて評価指標を開発し、実践者の
ためのガイドラインかつ各行政部局が果たすべき役割のリ
ストとして活用されています（Teitel-Payne et al., 2016）。
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欧米を対象とした出典では、UAを中心とする都心、PUAを中
心とする都市近郊、それらに挟まれUAとPUAが混在する都市
辺縁という整理。その整理を日本に援用すれば、都市辺縁と呼
べる地域が著しく広いといえます。

図１　都市農業の認識の違い
出典：Opitz�et�al.�（2016）P344，Fig.1に筆者加筆
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より具体的な都市農業の多面的機能に関する実証研究
の例としては、市民農園の利用によって都市住民の地域社
会や環境への認識が変化し、実際に社会参加の機会が増
え、結果的に自己申告による健康指標が改善したことを統
計的に示した研究があります（Litt et al., 2015）。間接的な
効果としては、ニューヨークの低所得地域においてコミュ
ニティ農園がその地域の地価を押し上げる効果が確認され

（Voicu and Been, 2008）、農園による都市環境の改善が示
唆されます。

他方で、やはり各農園の持続性を評価する必要があり
ます。Krikser et al.（2019）によれば、農園での所得の確
保や食料の自給、農園への参加促進にとって、農園管理者
の農業経験の長さや農園の立地が重要です。 また、ロンド
ンでは2008年からCapital Growthという都市農業支援活
動が始まり2018年までに3,000を超える農園が開設されま
した。調査によれば、各農園は平均37人のボランティア
を抱えており、「ボランティアの新規獲得と維持」が最大
の課題でした（Capital Growth, 2019）。専業的な農家でな
い組織による農園でも栽培や労務管理のスキルが持続的な
運営には不可欠だと言えるでしょう。

４．持続可能な都市農業の確立に向けて
横張（2020）は都市の食料供給システムにとっては効率

性の追求だけでなく、供給源の多様性から生まれるレジリ
エンスが重要だと指摘しています。その意味では、日本も
欧米もまだ改善の余地があると言えます。ただし近年、日
本でも市民や民間事業者によるコミュニティ農園や、東京
NEO-FARMERS ！⑵のような新規参入者が存在感を増し
ています。欧米では都市近郊農家による直売などへの多角
化に着目した研究も増えています。図１でいえば灰色部分
における新しい農業の担い手を育てることが、持続可能性
にとって重要であり、そのための知見は既に日本と欧米の
双方に蓄積しています。今後は行政や専門家、都市農業の
実践者による国際的なネットワークの発展による相互交流
や共同研究が求められるでしょう。

（１）建築等の行為制限が課される代わりに多様な税優遇を受けら
れる多くの生産緑地の指定期限が2022年に切れることを受け、特
定生産緑地指定によってその期限を10年間延長可能にしました。

（２）2009年に東京都西多摩郡瑞穂町に東京都で初めてとなる非農
家出身の新規就農者が誕生しました。以降、新規参入者（2020年
12月 時 点 で46組 ） や そ の 支 援 者 の 集 ま り を「 東 京NEO-
FARMERS ！」と称して様々な活動をおこなっています（HP参照：
https://www.tokyoneofarmers. com/）。
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